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はじめに

　筆者は、本誌前号掲載の拙稿「『教育におけるアカ

ウンタビリティ』概念の構造と構成要素に関する一考

察」において、アカウンタビリティという概念は複合

的かつ重層的な構造をしており、「教育のアカウンタ

ビリティを高める」と一口に言っても、そのために採

用される政策は複眼的に議論・分析・評価されなけれ

ばならない、ということを指摘した。その上で、アカ

ウンタビリティを高めるためのアプローチと具体的政

策を意味する「１H（how〔どうやってアカウンタビ

リティを果たすのか〕）」と、そこでの「５W（when[ い

つアカウンタビリティを果たすのか ]、who holds[ 誰

がアカウンタビリティを負うのか ]、 what level[ どの程

度のアカウンタビリティを負うのか ]、to whom[ 誰に

対してアカウンタビリティを負うのか ]、for what[ 何

に関してアカウンタビリティを負うのか ]）」がどの

ような構造で組み合わされているのかを明確にしつつ、

改革は進められなければならないと主張し、その政策

分析を別稿に譲るとして、次の段階の課題を設定した。

そこで本稿においては、拙稿において整理した「教育

におけるアカウンタビリティ」の構成要素を視点とし

て提示しつつ、現在議論・実施されているアカウンタ

ビリティを高めるための改革におけるアプローチをい

くつかに分類し、そのアプローチをとることによって

果たされるアカウンタビリティの構造とはどのように

なるのかを明らかにしたうえで、実際の改革諸施策を

分析することとする。

　

１．アカウンタビリティを果たすためのアプローチ、

その構造と改革政策

　上述の通り、アカウンタビリティの概念は５W １H

という６つの要素から構成されている。このうち「ど

のようにしてアカウンタビリティを果たすのか」とい

う要素が、本稿の分析対象である教育改革諸政策がど

ういったアプローチを採用しているのか、という点に

合致する。そこで以下では、５W1H のうち５W の視

点から、１H である教育改革諸政策のアプローチがど

のようなアカウンタビリティを果たすことに、理論

的にはなるのかを、分析することとする。ここでは、

リースウッド他（Leithwood et al, 1999）による４つの

分類を基礎とする。すなわち、市場競争的アプローチ

（market competition approach）、意思決定の分権化アプ

ローチ（decentralized decision-making approach）、専門

職的アプローチ（professional approach）、管理的アプ

ローチ（management approach）である。

　（1）市場競争的アプローチ

　市場競争的アプローチとは、端的に言えば、市場原

理を公教育に導入する、つまり新自由主義的改革によ

り学校のアカウンタビリティを高めていこうとするも

のである。市場競争的アプローチに含まれる具体的
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な政策としては、学校選択制度、チャータースクール、

バウチャー制、タックス・クレジット制などが挙げら

れるだろう。市場原理の教育への導入、あるいは新自

由主義的教育改革の原理については、既にこれまで多

くの論者が述べているのでここで詳述することはし

ないが、要するに保護者や子どもを顧客と捉え、顧客

ニーズに応え、顧客から選ばれるための学校間競争を

促進し、その競争によって学校が全体としてよりよい

ものになる、という想定がある。逆に言えば、これま

での学校は顧客を失うことがなく、そのため競争もな

かった、そのため自己改善のための取組みがなされず、

それが公立学校不信につながった、ということである。

　アカウンタビリティの構成要素の観点からみる

と、市場競争的アプローチにおいては、「いつアカ

ウンタビリティを果たすのか」は、その結果になる

（Leithwood et al, 1999）。つまり、アカウンタビリティ

を果たしているかどうかは「選ばれるか、選ばれない

か」の結果に基づいて判断されることとなり、その

意味で極めて成果主義的なアカウンタビリティとな

る。この点に関して木岡（2003）は、日本における現

行教育改革は市場原理に基づいており、それは顧客主

義、成果主義に立っているがために、結果に対する責

任としてのアカウンタビリティが質される、と指摘し

ている。「どの程度のアカウンタビリティを果たすの

か」については、選ばれない学校として固定化した場

合、それは統廃合につながる可能性もあるため、その

レベルは高いものとなる。即ち顧客の納得を得るよう

な成果を得ているかどうかが問題となる。「誰がアカ

ウンタビリティを果たすのか」に関しては、文部科学

省や教育委員会の設定した枠組みがあるにも関わらず、

「選ばれる、選ばれない」は学校自体の存続問題とし

て矮小化されてしまうため、アカウンタビリティを負

う主体は個々の学校ということになる。「誰に対して

アカウンタビリティを負うのか」は、顧客たる保護者

及び子どもということになる。「何に関してアカウン

タビリティを負うのか」は、保護者や子どもが学校に

何を求めているのかによるが、どのような事項を学校

に求めるにせよ、「顧客満足度」ということになるだ

ろう（Leithwood et al, 1999）。

　レイウィッド（Raywid, 1992; Leithwood et al, 1999）

によると、競争原理の公教育への導入には、次の５つ

のメリットがあると想定されている。

① 競争の増加により、保護者や子どもは自分たちが

より満足し、より自分たちの教育ニーズに合致する

学校を選ぶことができるようになる。

② 自分の子どもの学校により満足している保護者は、

当該学校やその子どもたちに対しより支援的になる。

③ 子どもは、自分の学習スタイルが当該学校のそれ

に合致しているときに、より学習をするようになる。

④ 教員が自らの労働環境を選び、自分の学校のプロ

グラムをデザインする際に積極的に関わるとき、教

員はそういったプログラムをより効果的に実施する

ことにより積極的に関わるようになる。

⑤ これら全ての結果は子どもの学力を向上させ、出

席率を改善し、教育達成を高めていき続けることに

なる。

　これら想定されるメリットについては、次のような

反論があるだろう。①の想定に対しては、自分の行き

たい学校を選ぶことはできるが、入学後にその学校が

自分に合わないことが分かっても、「あなたが選んだ

学校なのだから、従ってください」ということになる、

つまりいわゆる「自己責任」の問題に矮小化される可

能性があるという批判があるだろう。こういった事態

は実際に品川区で発生しており、そこでは良いと思っ

て選択した学校に入学した後に不登校になってしまっ

た例もあるという。また、選ばれる学校があるという

ことは選ばれない学校も出てくることになるが、そこ

では子どもの過密化と過疎化という両極端な現象が生

じることになり、教育条件上の問題に発展するという

ことも指摘されている（山本、2004）。そして、最終

的には統廃合の対象となることも考えられ、そうなる

と、自分の家からかなり離れた学校に行かざるを得な

い子どもが出現するおそれもある。

　②に対する批判としては、保護者は選んだ学校に対

してより支援的になるというが、①に対する批判とし

て指摘したことでもあるが、学校の方針通りに「支

援」することは歓迎されても、学校の方針に苦言を呈

したり、何らかの改善に関する意見を述べるといった

ようなことをすると、「だったら、別の学校に移って

ください」ということになる可能性がある。つまり、

「保護者の学校参加」が後退する、という批判が考え

られる（山本、2004）。

　③に関しても同じような批判があり得る。すなわ

ち、入学前は自分の学習スタイルに合っていると思っ

ても、実際に体験してみると自分とは合わない、ある

いは思っていたものとは違っていた、ということはあ

り得る。そのような場合にも、「このスタイルに従え

ないのなら、別の学校に行って下さい」という対応を

学校がとる恐れがある。それは、保護者や子どもが入

学前に抱くニーズを形式的には満たしていることにな
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るが、入学後体験的に子どもや保護者が実感している

ニーズを満たすことにはならない。むしろ、子どもや

保護者に対して管理的に対処する場合もある。つまり、

入学前に「ニーズ」であると保護者や子どもが思って

いたものは、学校生活を通して実感する「ニーズ」と

は異なることもあり、その場合学校選択制度において

は、後者のニーズを満たすことにはならない、という

ことである。

　④に対しては、まず市場原理を採り入れることと、

教員の自律性が向上することとは別問題であり、むし

ろ逆に作用する可能性すらあるということがいえるだ

ろう。即ち、市場競争的アプローチにおいては、教員

は自らの教育実践を行う際に、教員としての自らの専

門性よりも顧客満足度を重視せざるを得ない。自らの

専門性からはすべきではないと判断されるようなこと

でも、選ばれる学校になるためには、その専門性を抑

えて顧客ニーズに合わせざるを得ないような状況にな

るだろう。そのような状況で、教員がその力量を向上

させることができるのかということには、疑問を感じ

ざるを得ない。また、現行教育改革は「自主的・自律

的な学校運営」や「特色ある学校づくり」を可能とす

るために「学校裁量権限の拡大」を目指しているとさ

れるが、そこでは2000年の学校教育法施行規則改正に

より職員会議が補助機関化され、教員の意思決定への

参加が後退したことと相まって、実質的には校長の裁

量権限の拡大に過ぎないということが指摘されている

（浦野、2000）。そのような状況下で、教員が各種プロ

グラムの策定・実施に積極的に関わっていくというこ

とが起こりえるのか、疑問を持たざるを得ない。

　さらには、学校選択制度を導入すれば教員のモティ

ベーションが上がるという想定そのものについて、学

校選択制度がそのように作用するという保障はどこに

もなく、むしろ逆に教員のモティベーションを低下さ

せてしまうのではないか、という恐れの方が大きいと

いえるだろう。山本（2004）は、品川区の学校選択制

度に関連して、特色づくりをして保護者や子どもに選

んでもらおうと最初は頑張ったが、結局はそのような

取組みをしてもしなくても、子どもが集まる学校には

集まり、集まらない学校には集まらないという事実に

直面し、教員の間に無力感が生まれていると指摘し

ている。また、嶺井・中川の調査（2005）においても、

学校選択制度を導入した自治体においては、選ばれる

学校と選ばれない学校が固定化しつつある、と指摘さ

れている。そのような中では、教員の自己改善への情

熱は減退し、モティベーションは下がり、少なくとも

「選ばれない学校」の教員の間に「あきらめ感」が蔓

延してしまうのではないだろうか。そして、これら①

―④への批判が当たっているとすると、⑤のような結

果が起こる可能性は極めて低いということになるだろ

う。

　こういった批判以外にも、アカウンタビリティの市

場競争的アプローチは教育の公共性を減退させると

いう批判もある。例えば藤田（2000）は、アカウンタ

ビリティのモデルを、「市場的アカウンタビリティ」、

「専門的アカウンタビリティ」、「民主的アカウンタビ

リティ」、「機能的アカウンタビリティ」、「応答的ア

カウンタビリティ」の５つに分類する。藤田の分類に

おける「市場的アカウンタビリティ」はリースウッド

他の分類における「市場競争的アプローチ」に該当す

ると思われるが、藤田は市場的アカウンタビリティを

「私的セクターでも提供可能なさまざまなサービスに

関して、公的セクターで提供されている場合に、その

サービス内容に対して私的な利害・関心が満たされて

いるかどうかを問う場合である」（247頁）と説明して

いる。その上で、市場的アカウンタビリティを次のよ

うに批判している。

市場的アカウンタビリティは、公的セクターからの離

脱を志向し促進するものであり、当のサービスを市場

的な評価原理の下に追いやるという性質をもっている。

言い換えれば、個々のサービス提供機関（学校）を市

場的な競争原理の下に追いやる傾向がある。ところが、

それでいて市場的アカウンタビリティも、アカウンタ

ビリティという言葉がもつ多様な意味（他の四つのア

カウンタビリティ）を引きずっているから、学校選択

の自由化を支持し推進する際のレトリックとして強力

な機能を発揮することになる。つまり、「アカウンタビ

リティ」の名の下に、公教育を公共財から私的財へと

シフトさせるという皮肉な改革が推し進められること

になる。この点に、教育改革のレトリックとしてのア

カウンタビリティのやっかいさと問題性がある。（247

－248頁）

　つまり藤田は、市場的アカウンタビリティあるいは

アカウンタビリティの市場競争的アプローチは、本来

公教育のもつ「公共性」あるいは「公の性質」を後退

させ、「公教育の私事化」を招くという点で、この種

のアカウンタビリティを批判しているのである。筆者

もこの意見に同意するものであり、公教育が私事化さ

れてしまった場合、そこでの保護者や子どもは単なる

消費者となる。子どもの成長を核とした「教育の成

果」は教員のみで改善できるものではなく、管理職を
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含む教職員、保護者、子ども本人、そして地域社会の

相互の努力と協力の結果としての複合物であるという

ことは広く知られているところであるが、私事化され

た状況で、消費者と生産者が成果の生産過程におい

て協力し、責任を共有するということは起こり得ない。

そしてそこでは、消費者たる保護者・子どもは生産者

たる学校及び教員とは対極に位置することになり、教

育の当事者が二極化されるという状態が生じる。その

結果として、関係当事者の努力の集合体としての「教

育の成果」が、教員の力量のみに矮小化されてしま

うだろう。そしてこういった状況においては、喜多村

（1996）がリースマン（Riesman, 1980）の議論をもと

にアメリカの大学の現状を憂う、次のような事態が日

本の小学校、中学校、高校でも生じてしまう可能性が

ある。

リースマンによれば、消費者とは生産者の対立概念で

あって、その基本的性格は受動性である。つまり学生

はかつてのようにみずから学ぶ目的が明確で、自分で

自己のカリキュラムをデザインし、みずから自分の大

学経験を統合していく、という意味での生産者ではな

い。これにたいして、学生は大学という名のバザーや

アカデミック・スーパーマーケットから提供される出

来合いの教育サービスを、たんに受動的に受けとり、

買ってゆく消費者のようなものである。そして消費者

としての学生が大学において信奉しているモットーと

は、“最小限の努力で最大限の有利になる成績をとる”

ということに集約されるのである。（39頁）

青年人口が減少し、学生中心主義が強化されることに

なれば、大学はひたすら学生確保にひきずられ、教師

は学生におもねり、学生はなるべく努力せずによい成

績を求めて、大学の教育・研究上の水準や質が低下す

るというネガティヴな影響がもたらされる可能性があ

る。（245頁）

　つまり、堀尾（2002）が言うように、公教育の「公

の性質」が「一人ひとりのものであるとともにみんな

のもの」（158頁）であることを意味するとするならば、

公教育の私事化は「みんなのもの」であるはずの公教

育の性質を「私だけのもの」に変質させることとなっ

てしまうだろう。

　また、成果としての「顧客満足度」でアカウンタビ

リティを測るとはいっても、「顧客が何に満足してい

るのか」というのは、個々の顧客によって様々である。

しかし学校は、すべての顧客ニーズを満たすことは物

理的に不可能であり、その場合様々ある顧客ニーズを

取捨選択することになる。それでは何を基準に取捨選

択するのか。ハーシュマン（Hirschman, 1970）はそこ

で、「力のある消費者（powerful consumers）」の影響

力を考慮することになる、と指摘している。そこで

は、「力のない消費者」のニーズよりも「力のある消

費者」のニーズを優先的に満たすことになり、ここで

も教育の原理、教員の専門知識に基づいた判断という

のは基準とはなりえない。こういった状況では、藤田

（2000）が指摘するように、「公の性質」を有するはず

の学校に対して、「力のある消費者」は差異的取扱い

を求めるようになる。この意味でも教育の公共性は後

退せざるを得なくなる。

　市場競争的アカウンタビリティには以上のようなマ

イナスの要素が指摘されるが、留意すべきことは、ア

カウンタビリティにはさまざまな分類があり、それら

すべてがこの観点から批判されるべきものではない、

ということである。

　（2）意思決定の分権化アプローチ

　ハーシュマン（Hirschman, 1970）によると、組織が

機能不全に陥ったとき、その組織からサービスを受

ける者や組織構成員が採り得る対応には２つの選択

肢があるという。藤田（2005）の訳語を借りると、そ

れは「『脱出』オプション（exit）」と「『意見表明』オ

プション（voice）」である。脱出オプションとは、あ

る企業の製品に満足していない消費者がその企業を離

れ他の企業の製品を買うようになるということである。

そこでは、消費者は市場を利用することによって自ら

の福利や地位を守ることになる。消費者を失った企業

は、競争原理の中で顧客を取り戻すために市場を利用

して活動することとなる。つまり、脱出オプションは

経済メカニズムに基づく組織改善方法の論理となって

いるのであり、そこでの成功・失敗を測る指標は他企

業との比較に基づく統計的な数字になる。そして、そ

こでの成功や失敗は他の企業に移るという消費者の決

断という、企業としては意図せぬ副産物ということに

なる（Hirschman, 1970）。これは上述した、アカウン

タビリティの市場競争的アプローチと重なるものであ

る。

　他方、意見表明オプションとは脱出オプションとは

異なり１）、消費者、企業あるいは組織の構成員は管理

部門に対し自らの不満を表明し、管理部門がそういっ

た意見表明を受けて原因と可能な改善策を探求するた

めの取り組みを行う、ということを意味する。そこで

の意見表明は、スーパーマーケットでの匿名性のあ
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る私的な秘密の声（つまり、スーパーで買い物をする

ときに、自ら名乗ってなぜいつも買っていた企業の商

品を買わず他社の同種の商品を買うのか、どうすれば

元々買っていた企業の商品を購入する気になるのかを

わざわざ表明することはない、ということ）ではなく、

自らの批判的意見の明瞭な表明であり、遠まわしでは

なく直接的かつ直線的な意見表明となる。つまり、意

見表明オプションは、政治メカニズムに基づく組織改

善のための論理といえる（Hirschman, 1970）。そして

これは、本論でいう「意思決定の分権化アプローチ」

に該当する。

　リースウッド他（Leithwood et al, 1999）によると、

意思決定の分権化アプローチあるいは意見表明オプ

ションの目的は、これまでの典型的な学校運営構造に

おいて意見を聴取されてこなかった人々、少なくとも

十分に意見を聴取されてこなかった人々の発言力を高

めることにある。即ちこれは、保護者や地域住民、学

校段階によっては子どもの発言力を高めるということ

を意味している。学校への権限の委譲と併せて考える

ならば、このアプローチから実施される具体的な政

策としては、「学校に基礎を置いた運営（School/Site-

Based Management: SBM）」及びその実施形態の一つ

としてのスクールカウンシル（学校協議会）の設置

が挙げられるだろう。マーフィー＆ベック（Murphy 

& Beck, 1995）は、SBM を次の３つの形態に分類する。

即ち、管理職支配 SBM（administrative control SBM）、

専門職支配 SBM（professional control SBM）、コミュ

ニティ支配 SBM（community control SBM）である。

リ ー ス ウ ッ ド ＆ メ ン ジ ー ズ（Leithwood & Menzies, 

1998）は、これら３種にバランス支配 SBM（Balanced 

Control SBM）を加えて４種類に SBM を分類している。

専門職支配 SBM は後述するアカウンタビリティの専

門職的アプローチと重なるため、ここでは管理職支配

SBM、コミュニティ支配 SBM、バランス支配 SBM

について検討することとする。

　管理職支配 SBM とは、SBM 原理に基づき学校に委

譲された権限を校長に集中させるモデルである。こ

の種の SBM の目的は、資源の効果的な活用に関し

て、教育委員会に対する学校（校長）のアカウンタビ

リティを高めることであり、そこでの有効性が実質的

には子どもにとって良い結果を生む、という想定があ

る。委譲される権限は、人事や予算、カリキュラムと

いった学校の教育活動の鍵となる事項に関連するもの

となる。意思決定に際しては、校長は非公式的に教員

や保護者、子ども、地域住民の意見を聞くことはあり

得るが、そういった当事者の意見が校長を拘束するも

のとはならず、たとえ学校協議会が設置されたとして

も、それは校長に対する助言機能を果たすに過ぎない

（Leithwood & Menzies, 1998）。日本の教育改革の現状

に照らして考えた場合、職員会議の補助機関化ととも

に実施された学校の、実質的には校長の裁量権限拡大

を目指す学校運営改革がこれに該当するだろう２）。あ

るいは、「校長の応援団」（下村、2000、44頁）となる

懸念があると指摘される学校評議員制度も、同一線

上にあると考えられる。この種の SBM におけるアカ

ウンタビリティは、学校での教育活動が教育委員会に

よって設定された枠組みにいかに合致した形で行われ

ているかに関して、校長が、教育委員会に対して負う

こととなる。そしてそのアカウンタビリティ構造は、

主として校長を含めた教育行政機関内で完結すること

となるため、いつアカウンタビリティを果たすのか、

あるいはどの程度のアカウンタビリティが期待される

のかについては、教育委員会が設定する基準如何とな

る。例えば、教育委員会が学力テストの結果により予

算の重点配分を行うという政策を採っているとすれば、

それは教育活動の質を一定程度規定するという意味で、

そこでのアカウンタビリティは極めて成果主義的なも

のとなり、また果たすことが期待されるアカウンタビ

リティの程度も、高度なものとなると思われる。

　コミュニティ支配 SBM とは、学校に委譲された権

限が、主に保護者や地域住民によって担われるタイプ

の SBM を意味する。これは、学校のカリキュラムは

保護者や地域の価値観や嗜好を直接的に反映させるべ

きであり、学校における専門職は地域や保護者の価

値観に対して十分に対応していないという批判に基

づいている（Ornstein, 1983; Wohlstetter & Odden, 1992; 

Leithwood & Menzies, 1998）。そのため、カリキュラム

や予算、人事に関する意思決定権限を保護者や地域住

民が有している場合に、学校のそういったニーズに対

する応答性は大きく高まるという想定がある。コミュ

ニティ支配 SBM においては、通常学校協議会が設置

されることになるが、そこでは保護者や地域住民が構

成員の過半数を占めることになり、学校協議会が学校

改革の主要な原動力となるとされる。ここでのアカ

ウンタビリティは、権限が学校レベルに委譲されて

いるという意味で意思決定の分権化アプローチを取っ

ている反面、そこでのアカウンタビリティは保護者や

地域住民といった「顧客満足度」に関して負われるこ

ととなるため、市場競争的アプローチにも重なるも

のである。たとえば、イギリスの学校理事会（school 
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governing bodies）などは、このアプローチを具体化し

た政策といえる。そこでは、アカウンタビリティを果

たしていないと判断された場合、顧客は他の学校を選

択することになるため、そのアカウンタビリティは成

果主義的観点から正当化のレベルまで達することが求

められ、アカウンタビリティは顧客に対し負われるこ

とになる。そして、アカウンタビリティを負うのは学

校であり、特に意思決定権限をもつ学校理事会と執行

上の責任者となる校長ということになる（Leithwood 

& Menzies, 1998）。但し、この点に関してブラウン

（Brown, 1994）は、イギリスにおける1988年教育改革

法（1988 Education Reform Act）下での保守党政権に

よる教育改革の状況を、学校選択と学校理事会を通し

て保護者の権限を強化しているように表面的には見え

るが、実際には政府が作成するナショナル・カリキュ

ラムやナショナル・テストを各校に課し、その結果に

基づいてリーグ・テーブルが作られ、結果として学校

がランキングされていることを指摘して、結局は保護

者による学校選択の基準設定は政府によってなされて

いるため、実際は政府の権限が増大しているに過ぎな

いと論じて、このような現象を「ペアレントクラシー

（parentocracy）」（p. 54）と皮肉を込めて表現している。

また、もし学校理事会のメンバーに当該学校の保護者

がなっており、その保護者が当該学校はアカウンタビ

リティを果たしていないと判断して他の学校を選択す

るという状況に至った場合、自らが属する学校理事会

のアカウンタビリティを否定しつつ、自らの責任は果

たさないという矛盾した状況が生まれる可能性もある、

ということには留意すべきであろう３）。

　これに対し、バランス支配 SBM とは、コミュニ

ティ支配 SBM と後述する専門職支配 SBM 双方の目

的を、両者のバランスをとりながら達成しようとする

ものである。即ち、学校における重要事項の決定に際

し、教員の専門家としての知識を有効に活用しなが

ら、保護者や地域に対するアカウンタビリティを高め

ていこうとするものである。そして、コミュニティ支

配 SBM とは異なり、保護者や地域住民は学校に対し

て消費者としてではなくむしろパートナーとして位置

づけられ、教員はパートナーたる保護者や地域住民と

の対話を通して教育実践を行っていくこととなる。そ

こでは、保護者・地域住民も教員も、学校での重要事

項を決定するための重要な知識を有しているという

想定がある。この種の SBM においては、教員・保護

者・地域住民から成る学校協議会が設置されるのが通

常であり、学校協議会が意思決定権限を有することに

なる。そして学校協議会の構成は、教員と保護者・地

域住民の間でバランスをとったものとなる（Leithwood 

& Menzies, 1998）。

　このバランス支配 SBM を通してアカウンタビリ

ティを果たしていこうというアプローチは、ハルス

テッド（Halstead, 1994）の分類における「アカウンタ

ビリティのパートナーシップモデル」に該当するもの

と思われる。ハルステッドによると、パートナーシッ

プモデルは次の２つの原理を結合させたものである。

①教育的決定を下す責任は、一つの支配的グループに

よって握られるべきではなく、その決定により直接

的に影響を受ける人々や、その決定に正当な利益を

有する人々すべてによって共有されるべきである。

②パートナーシップを結ぶすべての当事者は、決定前

に意見を聴かれるだけでなく、直接あるいは各当事

者グループの代表者を通して、実際の意思決定を共

有しなければならない。（p. 160）

　上述の５Ｗ１Ｈに関しては、バランス支配 SBM に

おいては、アカウンタビリティは学校と保護者・地域

住民が共同して、両者が協議を通して設定した教育目

標に関して負うこととなる。また、アカウンタビリ

ティを当事者が共同して負うということは、どちらか

一方にアカウンタビリティを押し付けることはできな

いことになり、アカウンタビリティは相互的に負われ

ることになる。また、何に関してアカウンタビリティ

を負うのかについては、個々の学校の当事者の代表た

る学校協議会のメンバーが、個々の学校を取り巻く事

情に則って決定していくことになる。そうなるとアカ

ウンタビリティは結果というよりもむしろ、当該学校

を取り巻く状況をどう認識し、それをどう課題として

設定し、その解決のためにどのような取組みを相互に

したのかというプロセスに向けられることになる。そ

れは、このモデルの SBM においては、関係当事者は

消費者と生産者に二極化されることなく、パートナー

として共通の課題に対して協働して取り組むことが要

請されるからである。そしてそこでの結論は、必然的

に次年度の活動計画に反映されることとなる。また、

学校協議会のメンバーの選任プロセスにおいてその母

集団の意思が反映されている場合（例えば、教員代表

が教員間の互選によって選ばれているとき）、代表に

のみアカウンタビリティを負わせるということはでき

ず、その代表を選んだ母集団の構成員もアカウンタビ

リティを共有することになる。
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　この種の SBM に該当する教育政策としては、表面

的には「コミュニティ・スクール」あるいはそこに設

置される「学校運営協議会」の取組みが挙げられるだ

ろう。しかし、学校運営協議会の委員の任命が教育委

員会の権限とされており、その住民代表性が担保され

ていないこと、校長や教員の参加が法定されていない

こと、コミュニティ・スクールとしての指定やその取

り消しが教育委員会の専権事項とされているため、結

局は教育委員会へのアカウンタビリティが重視されざ

るを得ないこと、現行の校長の権限拡大路線において

は、職員会議の補助機関化とも相まって、当事者であ

る教員の意思が学校内での意思決定において反映され

にくい組織構造に変容してきていることなどの事由に

より、コミュニティ・スクールをバランス支配 SBM

の一形態とすることには疑問を感じざるを得ない。む

しろ、コミュニティ支配 SBM に該当するといえよう。

他方、国家政策あるいは教育委員会の政策としてでは

なく、学校独自の取組みとして、管理職、教員、保護

者、生徒から成る学校協議会を設置・運営している高

校がいくつかあるが、そこでは意思決定権限はないも

のの、共通の課題を協働して克服していく取組みを通

して、参加した当事者がお互いに成長していく機能を

学校協議会が果たしているということが指摘されてい

る（平田、2007）。こういった例は、日本の現行改革

が本当に SBM 原理に適っているかどうかは別にして、

理念的にはここでのバランス支配 SBM に該当すると

いうことがいえるだろう。

　（3）専門職的アプローチ

　アカウンタビリティの専門職的アプローチとは、教

員の専門職性に着目し、その自律性を活かす形でアカ

ウンタビリティを果たしていこうとするアプローチで

ある。この種のアカウンタビリティにおいては、現場

の教員の専門職性が尊重されるがゆえに、「意思決定

の分権化アプローチ」同様、学校レベルへの権限の委

譲が求められる。即ち、SBM を志向することになる

が、そこでは委譲された権限は教育の専門家たる教員

が第一の担い手となる。これが上述した「専門職支配

SBM」である。

　専門職支配 SBM の基本的な想定は、学校で子ど

もに最も近いところにいる教員が学校での意思決定

に最も適切な知識を有する（Hess, 1991; Leithwood & 

Menzies, 1998）ということであり、意思決定過程への

教員の完全な参加を通して、それによってどのよう

なものであれ、教員はなされた決定を実施することに

積極的に関与するようになる、ということである。こ

のような組織構成員による参加型民主主義は、より

高い有効性や効果、そしてよりよい結果を導き出す

ものであるとされている（Clune & White, 1988; David, 

1989; Mojkowski & Fleming, 1988; Leithwood & Menzies, 

1998）。この種の SBM に基づいて設置される学校協

議会は、意思決定権限を有し、保護者や地域住民、子

どもなど多くの当事者が構成員として含まれるが、通

常は教員が最大多数を構成することになる（Leithwood 

& Menzies, 1998）。

　アーバンスキ（Urbanski, 1998; Leithwood et al, 1999）

は、専門職的アカウンタビリティ・システムとは、教

員の専門的知識と保護者や子どもの教育ニーズの双方

に基づいた教育実践を可能とするような手法を含むも

のであり、それは次に挙げる４点に合致するような政

策や実践、インセンティブを創り出すことによって達

成されるとする。

①第一に、子どもの福祉への関与を奨励すること。

②全ての個人が自らの能力に見合った実践を行うこと。

③知識が実践の基礎をなすことを求めること。それは知

識が存在するときもそうであるし、知識基盤が不確か

な場合でもそうである。

④実践家は継続的に最善の活動は何かという発見を追及

すること。

　アカウンタビリティの専門職的アプローチにおいて

は、アカウンタビリティは専門家としての責任と知識

をもって個々の子どもの教育ニーズを認識しそれに

合った教育活動を行うことに関して負われることにな

る。そこでは教員個々の取組みのみではなく、専門家

たる同僚との協働や、子ども自身あるいは保護者との

連携などあらゆる資源を用いて新たな知識や情報を追

求しながら、子どものニーズにより合致する戦略を

作っていくために自らの実践を常に見直していくこと

を通してアカウンタビリティを果たしていくことが重

要となる（Urbanski, 1998; Leithwood et al, 1999）。アカ

ウンタビリティの受け手としては、専門家たる教員の

教育活動によって直接かつ正当な利害関係を有する子

どもあるいは保護者が、第一次的には考えられること

になろう。

　但し、教員がその専門性を基礎としてアカウンタ

ビリティを果たしていくといっても、上述の通りア

カウンタビリティ全てを教員のみに押し付けること

はできない。すなわち、「相互的アカウンタビリティ

（reciprocal accountability）」（Laitsch, 2005, p. 21; 平田、

2008、95頁）の観点から、教員がその専門職としての
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アカウンタビリティを果たしていくためには、学校

の組織構造の在り方や教育委員会が教員に対して負

うアカウンタビリティをも、その前提条件として認

識する必要がある。即ち、学校の組織構造として求

められることは、資源の公平な内部的分配、専門知識

を反映した政策の採用、教授と学習を支援する組織体

制の確立、自らの実践を常に評価し修正していくため

の問題認識・問題解決過程の設定、そして保護者や子

ども、教員の関心と意見に対応することのできる組織

構造の構築、などである。また教育委員会が教員に対

して負うアカウンタビリティの内容としては、教員の

採用や事務作業の量・種類など、教員を取り巻く全て

の政策の有効性と効果を評価することや、人事やカリ

キュラムといった学校資源の公平な分配、教育委員会

自身がその管轄する学校やそこに通う子ども、その

保護者などの関心やニーズに対応できるような政策

策定・実施のプロセスを創設すること、などである

（Urbanski, 1998; Leithwood et al, 1999）。果たすべきア

カウンタビリティの程度としては、最も高度なアカウ

ンタビリティである正当化責任を求められるのは、特

殊な知識や専門性を要求される領域であるとされてい

る（Wagner, 1989; 平田、2008）。医師や法律家といっ

た専門職と比べて、教職の専門性については疑義のあ

るところではあるが、少なくとも教員の専門性を重視

する形でアカウンタビリティを果たそうとするのであ

れば、それに見合う高度なアカウンタビリティが要求

されることになろう。

　日本における現行教育改革の中で、教員の専門性に

着眼し、それを活かしながら学校のアカウンタビリ

ティを高めていこうという政策は、残念ながら採られ

ているようには思えない。教員評価は人事考課として

給与と関連させて教員をコントロールする方向性を有

する可能性が高いし、教員免許更新制も教員に対する

統制を強める手段として用いられることが危惧されて

いる。職員会議は校長の補助機関とされ、東京都では

職員会議の場で採決や挙手すら許されないような状況

が作られている。他方、教員に対する要求は複雑化・

肥大化する一途であり、食育など従来は家庭が担って

いた教育機能をも教員が果たすことが期待されてきて

いる。つまり、教員が専門家としてどのようにアカウ

ンタビリティを果たしていくのかという問題は、教育

の専門家としての専門性を構成する要素はどのような

ものかという問題と関連させながら検討する必要があ

る。

　（4）管理的アプローチ

　アカウンタビリティの管理的アプローチとは、体系

的な管理的手続を導入することにより、より目標志向

型（goal-oriented）で、有効かつ効果的な学校を創り

出すためのアプローチである。このアプローチの基本

的想定は、従来の学校構造に基本的に問題はないが、

目標設定においてより戦略的になり、その目標を達成

するためにより計画的かつデータに基づいた取組みを

行うことによって、学校の効率性や有効性はより向上

する、というものである。管理的アプローチを端的に

表す言葉は「費用対効果（cost-effectiveness）」であり、

これらを達成するためのメカニズムとして、様々な形

態における「コントロール」が重視される。このアプ

ローチでは、多くの権限が学校レベルに委譲されてい

る場合、校長の教員に対するコントロールが強化され

ることとなり、それは上述した管理職支配 SBM に該

当することになる。他方、多くの権限が学校レベルに

委譲されておらず、教育委員会や政府のコントロール

が強い中央集権的状況においては、当該アプローチは

ハルステッド（Halstead, 1994）の分類における「中央

支配モデル（the central control model）」と類似の形態

をとることになるだろう。アカウンタビリティの中央

支配モデルは、雇用契約に基づく被雇用者としての教

員の地位に重点を置き、そこでは義務を遂行すること

が求められる被雇用者が給与に値する活動を行ってい

るかどうかが焦点となる。そして被雇用者が義務を遂

行しているかどうかを、雇用者が管理し、コントロー

ルするということになる。ゆえに、教育の世界におい

ては、教育委員会による教員へのコントロールが強化

されることとなる。

　現行改革の具体的政策の中でこのアプローチと一致

するものとしては、教員評価や学力テスト、学校評価

などが挙げられるだろう。教員評価に関しては、細か

い部分は自治体によって異なるが、多くは評価者と

して校長及び教頭を想定している。そしてこういった

教員評価が報奨制度や給与と結びつくようになること

が危惧されているのであり、その意味で管理職からの

教員に対するコントロールは強まることが予想され

る。他方、多くの教育委員会は教員評価のフォーマッ

トを提示している。つまり、この意味では、教員の実

践のあり様を規定するのは結局は教育委員会であるた

め、中央支配モデルに該当するとも考えられる。学力

テストに関しては、以前から多くの自治体で行われて

いたが、2007年度からはこれが全国一斉に、小学校６

年生及び中学校３年生を対象に実施されることになっ

た。学力テストは基本的には学力調査であり、子ども
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の理解度を測ることを目的としているとされている

が、多くの論者が指摘している通り、子どもの理解度

の傾向を測ることに目的があるとすると、悉皆調査を

する必要はなく、抽出調査で十分なはずである。関連

して、テスト結果が、イギリスのリーグ・テーブルの

ような形で利用される恐れもあり、そうなると学校の

序列化が生じる可能性がある。そしてこれが学校選択

制度とつながると、学校間格差の固定化を招きかねな

い。選ばれない学校になることを防ぐためには、テス

トにでるような問題を授業で重点的に取り上げるとい

う、カリキュラムの矮小化が起きる可能性がある。ま

た、テストの内容は学習指導要領に則ったものとなる

だろうが、学習指導要領を作成しているのは文部科学

大臣（文部科学省）である。つまり、これらを総合し

て考えると、学力テストは結局、教育内容に関する中

央政府のコントロールを強化することに帰結してしま

うのではないか、ということが指摘されるだろう。

　学校評価も多くの自治体において既に実施されてい

る。当初は評価様式は各自治体によって異なってい

たが、多くの場合、教員による「内部評価」あるい

は「自己評価」の形を採っていた。他方、2006年３月

に文部科学省は「義務教育諸学校における学校評価ガ

イドライン」を提示し、そこでは自己評価・外部評価

の実施や、具体的な評価項目まで細目にわたって定め

られている。そのため、今後の各自治体における学校

評価の在り方はこのガイドラインに則った形になるこ

とが予想される。つまり、現行改革は、「自主的・自

律的学校運営」、「特色ある学校づくり」を目指してい

ると一応言われるが、望ましい学校のあり方とはこの

ガイドラインに則った学校評価によって測られること

になり、その意味で実際はここでも中央政府のコント

ロールが強化される可能性が高くなってくる。

　これら諸政策の傾向は、2005年の中央教育審議会答

申「新しい時代の義務教育を創造する」の中に顕著に

表れている。同答申は、次のように述べている。

　義務教育の構造改革の基本方向として、①国が明確な

戦略に基づき目標を設定してそのための確実な財源な

ど基盤整備を行った上で、②教育の実施面ではできる

限り市区町村や学校の権限と責任を拡大する分権改革

を進めるとともに、③教育の結果について国が責任を

持って検証する構造への転換を目指すべきである。

　いわば国の責任によるインプット（目標設定とその実

現のための基盤整備）を土台にして、プロセス（実施

過程）は市区町村や学校が担い、アウトカム（教育の

結果）を国の責任で検証し、質を保証する教育システ

ムへの転換である。

　こうした義務教育の構造改革により、国の責任でナ

ショナル・スタンダードを確保し、その上に、市区町

村と学校の主体性と創意工夫により、ローカル・オプ

ティマム（それぞれの地域において最適な状態）を実

現する必要がある。

　同答申のこうした考えを筆者なりに解釈すると、次

のようになる。

①望ましい学校の姿は学校評価ガイドラインによっ

て、望ましい教員の姿は教員免許更新制など各種

の教員への管理強化政策によって、教育内容は学

習指導要領や教科書検定、学力テストによって、

国が基準を設定する。

②そういった基準を達成するための財源は、国が整

備する。

③国の設定した基準を達成するためにどのような取

組みを実施するかについての裁量権限については、

できるだけ市区町村や学校に移譲する。

④教育の結果は、国が設定した基準を満たしている

かどうかを国の責任で検証する。その際、満たし

ていない場合の責任は、市区町村や学校が負うこ

とになる。

　①に関しては、学習指導要領や教科書検定は以前か

ら存在し、それに加えて学校評価や教員管理政策、学

力テストを実施することは、結局は国のコントロール

を強めることを意味する。②については、現実には

2006年から義務教育費国庫負担金の国負担分が２分の

１から３分の１に縮減されており、達成されていない。

むしろ、逆の方向になっている。③に関しては、市区

町村や学校に裁量権限を移譲すると言っても、実際に

は学習指導要領や教科書検定の存在のために教師の教

育実践の自由は大きな制約を受けており、またあるべ

き学校あるいは教員の姿も国が基準を設定しているた

め、実質的に各学校や各教員にその自律性は認められ

ていない。④に関しては結果を検証することは国の責

任としているが、国が実質的に学校あるいは教員の教

育実践に大きな制約を設けている反面、基準設定の適

切性を問うことなく結果が満足いくものでなかった場

合の責任は市区町村や学校レベルに負わせるという矛

盾した構造になっている。つまり、同答申は結局のと

ころ、明確にアカウンタビリティの管理的アプローチ

を採用しているということになる。
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　ここで留意すべきことは、日本における現行教育改

革を全体として見た場合、一方で管理的アプローチを

採っている反面、他方で新自由主義に基づく市場競争

的アプローチをも採用している、という点である。新

自由主義が「小さな政府」を目指し、様々な形での規

制緩和を通して公教育を市場化・私事化していくこと、

換言すれば公教育に対する政府の関与を縮減させてい

くことになるということは、多くの論者によって指摘

されていることである。但し、本当に公教育のあり様

を市場にまかせるのであれば、顧客たる保護者や子ど

もがどの学校を選ぶのかの基準の設定も、顧客ニーズ

を基に市場が行うことに、論理的にはなる。しかし、

現行教育改革では、上述のブラウン（1994）がイギリ

スの状況について指摘するのと同様に、学習指導要領

や教科書検定、学力テストなど、学校選択の際に大き

な影響を有するであろう教育内容面での教育成果の基

準の設定は、政府によってなされることになる。つま

り、市場原理の形態をとりながらも実際には政府のコ

ントロールが強められているというのが、日本におけ

る現行教育改革の実像である、ということができよう。

つまり、世取山（2008）は、現行教育改革の方向性と

して「新自由主義教育改革に内在化する教育の国家統

制」（９頁）の存在を指摘するが、これはアカウンタ

ビリティの視点からも言えるのである。

２. アカウンタビリティ政策分析枠組みの設定と本稿

のまとめ

　ここまで、アカウンタビリティを構成する諸要素と

して、５Ｗ１Ｈを指摘した。つまり、「いつ（when）」、

「どの程度（what level）」、「誰が（who）」、「誰に対し

て（to whom）」、「何に関して（for what）」、「どのよう

にして（how）」である。そしてこれらの構造は、ア

カウンタビリティを果たすために採用されるアプロー

チによって異なるということが分かった。採りうるア

プローチとしては、本稿では一応、「市場競争的アプ

ローチ」、「意思決定の分権化アプローチ」、「専門職的

アプローチ」、「管理的アプローチ」の４つを挙げてい

る。但し、例えば「意思決定の分権化アプローチ」の

ところで述べたように、同じアプローチに分類はされ

るものの、それを具体的にどのような政策として進め

ていくのかによっては、まったく性質の違うものにな

る、ということも指摘されるし、異なるアプローチに

分類されるが、ある要素に関しては重なり合う部分

がある場合もある。例えば、「意思決定の分権化アプ

ローチ」は SBM 型の学校運営に通じるものであると

いうことは上述したが、一言に SBM といっても、こ

れには管理職支配 SBM、コミュニティ支配 SBM、バ

ランス支配 SBM、専門職支配 SBM などがあり、どの

アクターが学校運営において中心的な役割を果たすか

に関しては、それぞれ異なる形態となっている。ある

いは、「市場競争的アプローチ」は、各学校が特色あ

る学校づくりを行い、それによって教育消費者が自ら

の利益に合致する学校を選ぶということを前提として

いるため、必然的に学校間に「違い」を作り出すこと

を要請することになる。そして、「特色」をつくりだ

すには、各学校の自己責任に基づく学校の自主性・自

律性を確立する必要があり、それは公教育に教育消費

者の需要を直接的に反映していく仕組みを確立する

ことに通じる（木岡、2003）。つまり、この意味では、

「市場競争的アプローチ」は「意思決定の分権化アプ

ローチ」と重なる部分がある。しかし、「意思決定の

分権化アプローチ」は、市場原理によって教育を改善

するのではなく、あくまで民主的な取組みによって改

善を図っていくということを意味し、この点で両者は

決定的に異なる。また、専門職的アプローチは教員の

自律性を尊重するということになるが、そうすると実

質的な権限の委譲が学校レベルになされるという前提

がなければならないことになり、その意味で専門職的

アプローチは意思決定の分権化アプローチと重なる部

分もある。こういったアカウンタビリティを果たすた

めの諸アプローチの相互関係及びその改革施策との関

係性を図示すると、図１のようになる。

　臨時教育審議会以降20年以上にわたり、日本では教

育改革が継続的に実施されている。そして藤田（2000）

が指摘するように、そこでの「新自由主義教育改革」

においては、「学校（教育）のアカウンタビリティ」

が改革の準拠枠に祭り上げられている。しかし、拙稿

（平田、2008）及び本稿が明らかにしたように、アカ

ウンタビリティとは単に経済原理を教育の世界に導入

することを正当化する論拠となるだけではなく、むし

ろ市場原理を克服し、対立軸を形成するための視点を

提示するという側面も有している。ゆえに、教育のア

カウンタビリティを高めるための改革を実施するので

あれば、そこでのアカウンタビリティとは一体何を意

味し、その意味に基づいて考えた場合その構成要素の

構造はどのようなものとなり、そういったアカウンタ

ビリティを果たすためにはどのようなアプローチを採

用することが必要となるのかを見極めたうえで体系的

になされなければ、結局はその改革は手段と目的が一

致しない、場当たり的な、効果の薄いものとなってし
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まう恐れがあるということは否定できないだろう。図

１に示した構図は、アカウンタビリティに関わる様々

な政策を分析するための枠組みをも提示しており、そ

のような視点から各種政策を見ていくことが必要とな

ろう。

註

１） 但し、ハーシュマン（Hirschman, 1970）は、脱出オ

プションと意見表明オプションは対極に位置すると

は言うものの、両者は相互に排他的なわけではない

とする。つまり、前者が最善の状態を実現するのに

失敗した場合に、社会は最善の状態と失敗の原因を

認識し、後者はそのギャップをつなぐ役割を果たす、

と主張している。

２）但し、筆者の見解としては、SBM 原理を構成する

要素は２つあり、１つは学校への権限の委譲であり、

もう１つは委譲された権限の当事者（管理職、教員、

保護者、子ども、地域住民など）による共有化であ

る。つまり、管理職支配 SBM は前者の要素は満た

すものの後者の要素は満たさないため、筆者の理解

における SBM には当たらないことになる。詳しく

は、（平田、2007）を参照されたい。

３）他方ハーシュマン（Hirschman, 1970）は、顧客ある

いは組織構成員が脱出オプションを取らず意見表明

オプションによって組織改善を図るように導くもの

として、当該組織への「忠誠心（loyalty）」の存在

を指摘する。
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